
第６回沖縄県軽石問題対策会議

日時：令和４年２月 15日（火）

次 第

１ 報告事項

(1) 漂着等の状況と対応について

(2) 軽石漂着に係る被害状況について

２ 議 題

（1）軽石問題に係る要望等に対する県の対応方針について

３ その他



沖縄県軽石問題対策会議報告事項
令和４年２月15日（火）

所管部局：環境部、土木建築部、農林水産部

件名 軽石大量漂流・漂着状況と対応について

漂着状況及び対策状況について

（環境部関係）

県、市町村等が回収した軽石の量は、令和４年２月４日時点で

約29,209立法メートル（添付資料１）。

（土木建築部関係）

(1)海岸（2/8時点）
・漂着が確認されている市町村数 38市町村

・直近の回収着手予定（各土木事務所の回収業務発注状況）

北部土木事務所 ５件（今帰仁村、名護市、大宜味村、東村、

国頭村の海岸）

中部土木事務所 ２件（中部東海岸、中部西海岸）

南部土木事務所 ２件（久米島町海岸、南部管内海岸）

宮古土木事務所 １件（平良島尻海岸）

八重山土木事務所 ３件（竹富町、石垣市、与那国町の海岸）

・回収済みの場所 大宜味村（根路銘大兼久）

(2)港湾（2/8時点）
・軽石漂着を確認した港湾数は37港（県管理35、県管理以外２）。

内容 ・回収作業中は８港

【県管理】①前泊港、②内花港、③仲田港、④奥港、⑤運天

港、⑥徳仁港、⑦本部港

【その他】⑧那覇港

・12/10から運天港において港湾法第55条の３の３に基づき国による
港湾施設の一部管理が行われており、軽石対策について国と県で

協同により対応している。国の一部管理期限が令和４年２月９日

までとなっているが、期限延長について国と調整中。

(3)河川（県管理）（1/31時点報告）
・11河川で潮の満ち引きや風等により漂流・消失を繰り返している。

（農林水産部関係）

(1)漁港（2/8時点）



・軽石漂着は61漁港（漁業活動に支障が生じている港は無し）

・回収着手済みの場所 ７漁港 （回収量累計：2,970m）3

①辺土名漁港、②安田漁港、③宜名眞漁港、④運天漁港

⑤久高漁港、⑥港川漁港、⑦波照間漁港 ）

(2)農林水産部所管海岸（2/8時点）
・漂着を確認した海岸は、農地海岸72中の55海岸、漁港海岸52中の

44海岸

・回収着手済みの場所 ８地点 （回収量累計：1,701m）3

①国頭村辺土名(漁港海岸）、②本部町具志堅、③今帰仁村運天、

④伊是名村、⑤本部町備瀬・具志堅、⑥国頭村辺土名(農地海岸)、

⑦久米島町仲里、⑧宮古島市狩俣東部・長北・浦底・新城



添付資料 １



添付資料 １



環 政 号 外

令和４年２月10日

土木環境委員会

委員長 瑞慶覧 功 殿

環 境 部沖 縄 県

部 長 松田 了

資料の提出について（回答）

令和４年１月13日付け事務連絡で依頼のあった下記の資料について、別添のとおり提

出いたします。

記

事項 ： 軽石に関する被害状況及び被害額について



項目

１．被害の状況

被害額： 405,461 千円
2．被害額及び

　　額算定の

　　考え方

3．（１に対する）

　現在の取組状況

　及び課題など

4．当面の対応方針

　　（実施計画）

※各部で別途整理した情報があれば、必要に応じて追加添付してください。

内容

軽石漂着・漂流に係る被害及び対応状況（調査票）

令和４年１月27日17時00分時点

 【土木建築部（港湾課）】

令 和 ４ 年 １ 月 分

○１月27日時点で県管理35港湾及び那覇港、石垣港の計37港湾で漂着が確認さ

れている。うち、これまでに運航に支障が生じているのは、７港湾。

①仲田港（伊是名村）、②徳仁港（南城市）、③運天港（今帰仁村）、④水納港（本

部町）、⑤渡嘉敷港（渡嘉敷村）、⑥本部港（本部町）、⑦中城湾港安座真地区（南

城市）

○１月27日時点で８港湾で回収作業に着手している。

県管理港湾（７港）

①前泊港、②内花港、③仲田港、④奥港、⑤運天港、⑥徳仁港、⑦本部港

県管理以外港湾（１港）

①那覇港

○回収した軽石は港湾施設内で仮置きしているが、運天港においては軽石の量が

多いため、仮置き場の確保が課題となっている。

○１月27日時点で港湾における回収量：14,470m3

○港湾においては、軽石が漂流、漂着し、船舶の航行及び係留に支障をきたす場

合は、港湾災害復旧事業で対応することとしている。
予算額：1,012,000千円（港湾災害復旧事業費 工事費）

（額算定の考え方）
○港湾災害について

1/17～1/21で実施した災害査定（運天港(299百万)、奥港(6百万)、前泊港(19百
万)、内花港(11百万)、仲田港(14百万)、本部港(24百万）、徳仁港(22百万)、那覇港
(10百万)）の査定額を計上している。
※運天港の国による回収費（直轄災害）は除いている。



項目

○

１．被害の状況

○

被害額： 1,093,000 千円
2．被害額及び ○

　　額算定の

　　考え方

○

3．（１に対する）

　現在の取組状況

　及び課題など ○

＜土木建築部所管海岸軽石回収・運搬状況＞

令和４年１月26日までに1,628m3の軽石回収・運搬を実施

内訳：

○

4．当面の対応方針

　　（実施計画）

○

○

※各部で別途整理した情報があれば、必要に応じて追加添付してください。

内容

軽石漂着・漂流に係る被害及び対応状況（調査票）

令和４年１月26日17時00分時点

 【土木建築部（海岸防災課）】

令 和 ４ 年 １ 月 分

県内全域の土木建築部所管海岸においては、漂着した軽石の回収に要する
想定費用を、1,093,000千円と試算している。
　102,000m3　　　　×　　　\7,110　　　　×　　1.37　　×　1.1　≒ 1,093,000千円
（推定軽石回収量）×（掘削・積込・運搬）×（諸経費）×（消費税）

回収した軽石については、県の基本的対処方針に基づき、利活用が検討され
ており、それまでの間、回収した軽石を仮置きしておく必要があるため、仮置
き場の確保が課題となっている。

漁港や港湾への影響が懸念される箇所に加え、観光や海浜利用に支障を来
している場所など、市町村からの要望を踏まえ優先度の高い箇所から回収を
実施する。また、ボランティア等で回収された軽石について、仮置き場等への
運搬を行う。

海岸における軽石回収は、環境部の「海岸漂着物等地域対策推進事業」を活
用しており、土木建築部分として令和３年12月13日に７億円の分任を受けた。
残りの金額については、令和４年度当初予算等で分任を受ける予定。各土木
事務所の予算配分・執行状況は以下のとおり（令和４年１月26日時点）。
・北部土木事務所　　１億９千４百万円
・中部土木事務所　　　　４千３百万円
・南部土木事務所　　１億９千９百万円
・宮古土木事務所　　１億６千３百万円
・八重山土木事務所　１億　　１百万円
執行額　1億　７百万円　執行率　15.3％

市町村においても、「海岸漂着物等地域対策推進事業」の補助金を活用し漂
着軽石の回収を実施していることから、状況の確認・共有を図り、連携して取
り組んでいるところである。

海岸管理者による回収　684m3
ボランティアが回収した軽石の運搬　944m3

１月26日時点で土木建築部所管の海岸、38市町村で漂着が確認されてい
る。10月中は、本島北部の市町村への漂着が顕著であったが、11月に入る
と、本島全域及び周辺離島で広く漂着が確認され、11月20日以降には宮古島
市をはじめとして12月１日までに先島諸島全域で漂着が確認された。

土木建築部所管の海岸で推定する軽石回収量は102,000m3としている。
これは、本島北部の海岸の漂着量を基に、先島諸島も含め、県内全域で回収
予定の海岸延長から推定した。
　56,800m　　×　　　1.8m3/m　　　≒　　　102,000m3
（海岸延長）　×　（m当り回収量）　≒　（推定軽石回収量）

海岸に漂着した軽石が、再漂流し、漁港や港湾への影響を及ぼすことを防ぐ
ため、本島北部の海岸を中心に軽石漂着が顕著な箇所から回収作業に着手
している。



項目

１．被害の状況

被害額： 109,246 千円 (漁港関連のみ)

2．被害額及び

　　額算定の

　　考え方

令和４年１月28日 12時00分時点

令 和 ４ 年 １ 月 28 日 14 時 30 分

軽石漂着・漂流に係る被害及び対応状況（調査票）

 【農林水産部】

内容

１．水産関連
操業自粛隻数は11月12日の1,570隻をピークとして、減少。
1月20日の操業自粛隻数は421隻（13.9%）であり、被害隻数はのべ189隻。

２．漁港関連
1/26時点で61漁港に漂着が確認されている。うち漁業活動に支障が生じ
ている漁港は3漁港となっている。
これまでに県管理の4漁港、市町村管理の2漁港で災害復旧事業を実施

した。また、波照間漁港（竹富町）に係る応急工事協議書を1/12に提出
し、同日で了解を得た。1月21日付けで契約を締結している。

３．農林水産部所管海岸の軽石漂着状況（１/27時点）
農地海岸 55海岸（県全体72海岸）、県管理漁港海岸13海岸（県全体

16海岸）、計24市町村 88海岸

１．水産関連

被害額：算定困難

漁業被害については、軽石以外のコロナ、資源量等の影響を排除することが出来な

いことから、軽石のみの被害額を算定することは困難。

＜参考値＞

平年からの水揚げ減少：▲ 290 t （14.7 %）

（10月、11月）▲ 229,021 千円 （16.7 %）

被害漁船の修理金額： 2,000 千円

（水揚げ減少額算定の考え方）

・県内の水産物卸売市場（23市場）の10月、11月分の市況情報について、平年の水

揚げ金額（H28～R2の5中3平均）とR3年の水揚げ金額との差を求めたところ、18市

場（78.3%）で水揚げが減少していたことから、減少額を合計した。

２．漁港関連

被害額：10,9246 千円

（額算定の考え方）
令和3年12月13日から12月15日にかけて行われた、県管理の4漁港、市町村管理の
2漁港での災害査定額。

３．農林水産部所管海岸
被害額：算定困難

（額算定の考え方）
農林水産部所管海岸（農地海岸、県管理漁港海岸）は、背後地の防護を目的とした
施設であり、軽石漂着・漂流による被害額は算定できない。



3．（１に対する）

　現在の取組状況

　及び課題など

4．当面の対応方針

（実施計画）

　　

※各部で別途整理した情報があれば、必要に応じて追加添付してください。

１．水産関連

① 軽石による漁業への影響の把握

・ 被害調査の実施、対策協議会の設置（6,550千円）

② 漁業者の経営安定のための対策

・ 漁業者等による軽石除去作業を支援（384,053千円）

・ 燃油代の補助（１ヶ月分相当）（89,312千円 2月補正）

・ 漁業者の資金繰りを支援（利子補給）（874千円 2月補正）

③ 安全操業の確保と安定生産のための対策

・ 海水こし器の設置補助（補助率：1/2）（135,000千円）
・ モズク、アーサへの異物混入対策（10,000千円）

総額６億,2578万円を計上（措置済み５億3,560万円、要求中9,018万円）

２．漁港関連
1/26時点で、県管理の4漁港、市町村管理の2漁港で災害復旧事業の実施中。
軽石の影響は現在も終息していないことから、査定日以降に漂着し、除去する軽

石について再調査の対象となったほか、汚濁防止膜や処分場については、実施に
おいて精査することとなった。

３．農林水産部所轄海岸

漁港･漁場周辺の海岸(漁港海岸、農地海岸)に漂着している軽石の漁港内等への

再漂流を防ぎ、漁業活動の早期再開に繋げることを目的に、海岸の軽石除去作業

を漁協へ委託。

・辺土名漁港海岸：12月23日完了、回収量153m3、国頭漁協

・具志堅海岸：12月23日完了、回収量240ｍ3、本部漁協

・運天海岸：12月15日着手･実施中、回収量455m3、今帰仁漁協

・内花･屋ノ下･勢理客･伊是名海岸：12月22日着手･実施中、回収量373m3、伊是名

漁協

・仲里漁港海岸：1月24日着手・実施中、回収量0m3、委託先：久米島漁協

１．水産関連
軽石による漁業被害が甚大であることから、漁業の再開に向けた経費への緊
急的な支援を行うために、2月議会で補正予算を確保する予定である。

２．漁港関連
軽石の漂着状況は適時確認しており、今後も大量に漂着があった場合は水産
庁と速やかに応急工事の協議を行うなどして、撤去工事に早期に着手出来る
よう努める。

３．農林水産部所轄海岸

①受託可能な漁協と委託し、漂着軽石の除去作業に取り組む

・２月上旬契約予定：伊平屋漁協（島尻、西島尻海岸）



項目

１．被害の状況

被害額： - 千円

2．被害額及び

　　額算定の

　　考え方

3．（１に対する）

　現在の取組状況

　及び課題など

4．当面の対応方針

　　（実施計画）

※各部で別途整理した情報があれば、必要に応じて追加添付してください。

令和3年1月28日16時00分時点

令 和 3 年 12 月 分

軽石漂着・漂流に係る被害及び対応状況（調査票）

 【文化観光スポーツ部】

内容

(1) ダイビング等マリンレンジャーへの影響（10月末～12月末）
キャンセル件数： 532件 回答：142社/380社

(2) その他の影響事例
マリンレジャー用ボート等の故障（エンジン関係）
ダイビングポイント変更
グラスボートツアー、釣り船等運航中止
フォトウェディングの撮影場所変更、修学旅行の旅程変更

(1)キャンセル等の被害情報に係る情報収集（アンケート調査等）
①地域観光協会
②マリンレジャー事業者
③海水浴場設置事業者

(2)県HP・おきなわ物語（観光情報WEBサイト)等における情報発信
①軽石の漂着状況
②フェリー運航情報
③マリンレジャー事業者の一覧等（リンク掲載）

(1)情報収集の継続
①事業者における被害状況及び影響
②海水浴場等への漂着及び対応状況

(2)情報発信の継続及び内容拡充
①情報発信を継続するとともに、風評被害等を防ぐために
必要な情報発信の検討を行う。

(3)土木建築部、環境部等と連携した軽石撤去方法及び
エリア優先順位の検討
①ワーキング会議における情報収集及び共有

（額算定の考え方）
新型コロナウイルス感染症の拡大により入域観光客数が減少しており、軽

石のみの被害額の算出方法等について検討中

なお、アンケート調査による2021年11月・12月の売上高の増減率は事業者

によりばらつきがあるが、以下のとおりとなっている。
アンケート対象：380社 回答12社

売上増減率 2019年11月・12月比 △95%～＋10%

2020年11月・12月比 △60%～＋40%












